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貸 借 対 照 表 

（平成 28年 3月 31日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 

貯 蔵 品 

賃 貸 資 産 仮 勘 定 

関 係 会 社 預 け 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産  

建 物 

構 築 物 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投 資 そ の 他 の 資 産 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 

敷 金 

差 入 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

22,516,353 

1,097,846 

1,547,534 

330,505 

74,081 

6,960,619 

7,494,794 

4,096,645 

876,742 

37,981 

△397 

117,317,741 

51,892,262 

31,232,050 

2,983,945 

567,898 

11,403,038 

5,522,732 

182,598 

761,271 

511,450 

246,534 

3,285 

64,664,207 

9,000 

70,000 

29,061,762 

27,355,658 

5,428,736 

2,719,156 

66,443 

△46,550 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

買 掛 金 

一年内返済予定の 

 関係会社長期借入金 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

資 産 除 去 債 務 

役 員 賞 与 引 当 金 

賞 与 引 当 金 

ポ イ ン ト 引 当 金 

そ の 他 

固   定   負   債 

関 係 会 社 長 期 借 入 金 

長 期 リ ー ス 債 務 

長 期 預 り 敷 金 

預 り 保 証 金 

長 期 前 受 収 益 

資 産 除 去 債 務 
リ ー ス 資 産 減 損 勘 定 

退 職 給 付 引 当 金 

 

17,280,124 

51,925 

 

3,000,000 

634,418 

3,773,827 

227,098 

2,236,092 

521,543 

4,424,004 

125,264 

65,219 

24,368 

413,168 

1,777,919 

5,273 

98,869,011 

14,070,000 

5,147,596 

25,761,836 

36,768,768 

6,301,300 

8,465,914 

1,620,827 

732,768 

負 債 合 計 116,149,135 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

 

23,684,959 

500,000 

23,184,959 

125,000 

23,059,959 

16,880,000 

6,179,959 

純 資 産 合 計 23,684,959 

資 産 合 計 139,834,095 負 債 及 び 純 資 産 合 計 139,834,095 

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

（自平成 27年 4月 1日 至平成 28年 3月 31日） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

売 上 高 

売 上 原 価 

 

 

68,093,328 

54,957,290 

売 上 総 利 益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

 

 

13,136,038 

3,029,161 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

違 約 金 収 入 

そ の 他 営 業 外 収 益 

 

 

415,419 

360,377 

147,668 

10,106,876 

 

 

 

923,466 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

営 業 外 租 税 

違 約 金 支 出 

退 職 給 付 数 理 差 異 償 却 

そ の 他 営 業 外 費 用 

 

954,764 

36,089 

149,384 

23,733 

66,102 

 

 

 

 

 

1,230,073 

経 常 利 益 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

 

 

29 

9,800,269 

 

29 

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 

固 定 資 産 売 却 損 

減 損 損 失 

退職給付債務割引率変更数理差異償却 

 

12,429 

15 

114,609 

302,568 

 

 

 

 

429,622 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

 

3,384,502 

△193,674 

9,370,676 

 

3,190,828 

当 期 純 利 益  6,179,848 

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

（自平成 27年 4月 1日 至平成 28年 3月 31日） 

（単位：千円） 

 株 主 資 本 

純資産合計 資本金 

利 益 剰 余 金 

株主資本 

合計 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途積立金 繰越利益剰余金 

平成 27年 4月 1日残高 500,000 125,000 14,036,000 4,074,771 18,235,771 18,735,771 18,735,771 

事 業 年 度 中 の 変 動 額        

別 途 積 立 金 の 積 立   2,844,000 △2,844,000    

剰 余 金 の 配 当      △1,230,660 △1,230,660 △1,230,660 △1,230,660 

当 期 純 利 益    6,179,848 6,179,848 6,179,848 6,179,848 

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計   2,844,000 2,105,188 4,949,188 4,949,188 4,949,188 

平成 28年 3月 31日残高 500,000 125,000 16,880,000 6,179,959 23,184,959 23,684,959 23,684,959 

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

【 重要な会計方針に係る事項に関する注記 】 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式…移動平均法による原価法 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品…売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

貯蔵品…総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額

法によっております。）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物     19 ～ 34 年 

構築物    10 ～ 35 年 

工具器具備品  2 ～ 20 年 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（5 年）に基づいております。借地権は、20 年にて償却しております。 

(3)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13 号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開

始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(4)長期前払費用 

定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

売掛金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に基づき、貸

倒懸念債権等については、個別に債権の回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。 

(2)役員賞与引当金 

役員の賞与給付に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度に対応する金額を計上しております。 

(3)賞与引当金 

従業員の賞与給付に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度に対応する金額を計上しております。 

(4)ポイント引当金 

将来のポイント使用に備える為、未使用のポイント残高に対して、過去の使用実績から将来使用されると見

込まれる金額に基づき計上しております。 

(5)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。 

なお、退職一時金制度については、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生した事業年度に一括処理しております。 

４．消費税等の会計処理の方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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【 貸借対照表に関する注記 】 
１．有形固定資産の減価償却累計額 23,866,351 千円 

            

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

長 期 金 銭 債 権 381,636 千円 

短 期 金 銭 債 務 2,366,790  

長 期 金 銭 債 務    16,674  

【 損益計算書に関する注記 】 
１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高   

売上高 22,174 千円 

仕入高 

資産購入高 

771,796 

2,237,353 

 

 

その他 192,210  

営業取引以外の取引による取引高   

受取利息 3,243  

支払利息 

その他 

321,630 

1,542 

 

 

２．退職給付債務割引率変更数理差異償却 

当社は、期末日の市場金利の動向を受け、企業年金制度の退職給付債務の算定に用いる割引率を

1.7％から 0.8％へ変更いたしました。 

なお、割引率変更の要否については、従来より重要性基準に基づき判定を行い、変更が必要とな

った場合には、変更によって生じた重要な数理計算上の差異を特別損失で発生年度に一括処理し

ております。 

【 株主資本等変動計算書に関する注記 】 

１．発行済株式の種類及び総数 

発行済株式の種類 株 式 総 数 

普 通 株 式 12,000株 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金の 

総額(千円) 

1 株当たり

配当額(円) 
基 準 日 効 力 発 生 日 

平成 27年 6月 24日 

定時株主総会 
普通株式 1,230,660 102,555.00 平成 27年 3月 31日 平成 27年 6月 30日 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

平成 28年 6 月 23日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお

り提案しております。 

（イ）配 当 金 の 総 額 ・・・・・・・・1,853,964 千円 

（ロ）1 株当たり配当額 ・・・・・・・・154,497.00円 

（ハ）基 準 日 ・・・・・・・・平成 28年 3 月 31日 

（ニ）効 力 発 生 日 ・・・・・・・・平成 28年 6 月 30日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
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【 税効果会計に関する注記 】 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28年法律第 15号）及び「地方税法等の一部を改正する法律（平

成 28 年法律第 13号）」が平成 28年 3 月 29日に国会で成立し、平成 28年 4 月 1 日以後に開始する事業年度

から法人税率等が変更されることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

する法定実効税率が、平成 28年 4月 1日から開始する事業年度及び平成 29年 4月 1日から開始する事業年

度に解消が見込まれる一時差異については 32.26％から 30.86％に、平成 30年 4月 1日から開始する事業年

度に解消が見込まれる一時差異については 32.26％から 30.62％に変更されます。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は 183,253 千円減

少し、法人税等調整額が同額増加しております。 

【リースにより使用する固定資産に関する注記 】 
貸借対照表に計上した固定資産のほか、不動産、コンピュータシステム、事務機器等の一部については、所

有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

繰 延 税 金 資 産  千円 

 賞 与 引 当 金 127,503  

 未 払 事 業 税 140,045  

 資 産 除 去 債 務 2,612,472  

 ポ イ ン ト 引 当 金 548,666  

 退 職 給 付 引 当 金 224,762  

 固 定 資 産 償 却 超 過 額 568,977  

 リ ー ス 資 産 減 損 勘 定 497,765  

 借 地 権 償 却 超 過 額 127,758  

 建 設 協 力 金 （ 時 価 会 計 ） 190,564  

 そ の 他 114,441  

 小      計 5,152,957 

△6,837 

 

 評 価 性 引 当 額  

繰 延 税 金 資 産 合 計 5,146,120  

繰 延 税 金 負 債   

 資 産 除 去 債 務 に 対 応 す る 資 産 1,550,221  

繰 延 税 金 負 債 合 計 1,550,221  

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 3,595,899  
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【 金融商品に関する注記 】 
１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社からの借入により資金を調達しておりま

す。売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。借入金の使

途は設備投資資金（長期）であります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 28年 3 月 31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 

(2) 

 

 

(3) 

(4) 

(5) 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

貸 倒 引 当 金 ( ※ ) 

 

関 係 会 社 預 け 金 

敷 金 

差 入 保 証 金 

1,097,846 

1,547,534 

△397 

1,097,846 

 

 

－  

 

 

－ 

－  

△331,633 

△7,569 

1,547,137 

7,494,794 

29,061,762 

27,355,658 

1,547,137 

7,494,794 

28,730,129 

27,348,088 

 資 産 計 66,557,198 66,217,996 △339,202 

(1) 

(2) 

 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

(8) 

(9) 

買 掛 金 

一年内返済予定の 

関 係 会 社 長 期 借 入 金  

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

関 係 会 社 長 期 借 入 金  

長 期 リ ー ス 債 務 

長 期 預 り 敷 金 

預 り 保 証 金 

51,925 

 

3,000,000 

634,418 

3,773,827 

2,236,092 

14,070,000 

5,147,596 

25,761,836 

36,768,768 

51,925 

 

3,000,000 

634,418 

3,773,827 

2,236,092 

14,160,335 

5,127,205 

25,152,269 

36,736,998 

－   

 

－  

－   

－  

－  

90,335 

△20,390 

△609,566 

△31,769 

 負 債 計 91,444,464 90,873,073 △571,391 

（※）売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 

(1)現金及び預金、(2)売掛金及び(3)関係会社預け金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(4)敷金及び(5)差入保証金 

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを加

味した利率により割り引いた現在価値によっております。 

負 債 

(1)買掛金、(2)一年内返済予定の関係会社長期借入金、(3)リース債務、(4)未払金及び(5)未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(6)関係会社長期借入金 

関係会社長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、

当該帳簿価額によっております。また、固定金利のものについては、元利金の合計額を借入期間に応じ

た利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(7)長期リース債務、(8)長期預り敷金及び(9)預り保証金 

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに債務額を返済までの期間に応じた利率により

割り引いた現在価値によっております。 

（注２）関係会社株式（貸借対照表計上額 9,000 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりま

せん。 
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【 賃貸等不動産に関する注記 】 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は、東京都その他の地域において、賃貸用の商業施設（土地を含む）、オフィスビルを有しております。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項              （単位：千円） 

貸借対照表計上額 時  価 

25,162,158 26,259,512 

（注1） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

（注2） 当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づく金額（指標等を用いて調整を行っ

たものを含む。）であります。 

【 関連当事者との取引に関する注記 】 
１．親会社及び法人主要株主等 

（単位：千円） 

種 類 
会 社 等 

の 名 称 

議決権の所有

(被所有 )割合 

関連当事者と

の関係 
取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高 

親会社 大和ハウ

ス工業㈱ 

被所有 

直接 100.0％ 

商業施設等

の賃貸借 

資金の援助 

役員の兼任 

商業施設等

の賃借等 
939,581 

前払費用 

敷金 

未払金 

46,534 

381,636 

2,292,030 

固定資産の

取得 
2,237,353 未払金 74,760 

預け金利息

の受取 
1,265 関係会社預け金 7,494,794 

借入金利息

の支払 
321,630 

一年内返済予定の 
関係会社長期借入金  

3,000,000 

関係会社長期借
入金 14,070,000 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引価格等については、一般的取引条件などを勘案して決定しております。 

取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

【 1 株当たり情報に関する注記 】 
１株当たり純資産額 1,973,746 円 64 銭 

１株当たり当期純利益 514,987 円 39 銭 

 


